
      はじめに 

 

男女共同参画社会は、すべての人が互いにその人権を尊重し、社会のあらゆる

分野で、男女が性別に関わることなく、その個性と能力を十分に発揮し、ともに

責任を果たし、個性豊かにいきいきと暮らすことができる社会です。 

安来市では、平成１６年３月に安来市男女共同参画計画を、平成２１年３月に

は第２次男女共同参画計画を策定し、その施策の推進に努めて参りました。また、

平成２６年４月より安来市男女共同参画推進条例を制定し施行いたしました。 

近年、私たちを取り巻く環境は、少子高齢化の急速な進展、人口減少、雇用情

勢の悪化など、家庭、地域、学校、職場などあらゆる場面で変化が著しく、人々

の価値観も多様化してきました。また、平成２３年３月１１日に発生した東日本

大震災をはじめとし、度重なる大災害の発生により、防災や災害現場においても

男女共同参画の視点での取り組みの必要性が問われることになりました。 

このような中、将来にわたり豊かで活力ある地域づくりをすすめ、未来にひき

わたすために、この度、「支え合い 認め合う やすぎのみらいのまちづくり 

 ～ 第３次安来市男女共同参画計画 ～」を策定いたしました。 

男女共同参画社会の実現には行政はもとより、市民、事業者の皆様一人ひとり

が自らの課題として主体的に取り組むことが益々大切なこととなってまいりまし

た。皆さまの、より一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申しあげます。 

最後に、この計画を策定するにあたり、これまでご協力いただきました多くの

市民の皆様や、貴重なご意見やご提言をいただきました安来市男女共同参画計画

推進委員の皆様に対しまして心よりお礼申しあげます。 

平成２７年３月 

             安 来 市 長  近 藤 宏 樹 
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１．計画策定の趣旨 

 

平成１１年、男女共同参画社会基本法が制定されて以来、安来市では平成１６年安来市

男女共同参画計画を、平成２１年には第２次安来市男女共同参画計画を策定し、施策の総

合的、計画的な展開を図ってきました。また、平成２６年４月１日には安来市男女共同参

画推進条例を施行しました。これを基に、今までの取り組みに加え、更に具体的で実効性

のある施策を示し平成２７年度から平成３１年度までの５年間の計画を策定するものです。 

 

 

２．第２次安来市男女共同参画計画策定後の国及び県、市の動き 

 

（１）国 

国は、第３次男女共同参画基本計画を平成２２年１２月に策定しました。新たな計画の

強調すべき視点として「女性の活躍による経済社会の活性化」「男性、子どもにとっての男

女共同参画」「様々な困難な状況に置かれている人々への対応」「女性に対するあらゆる暴

力の根絶」「地域における身近な男女共同参画の推進」を掲げています。平成２４年に「女

性の活躍促進による経済活性化」行動計画の策定、平成２５年には「配偶者からの暴力防

止及び被害者の保護に関する法律」改正、並びに「日本再興戦略」の中核に「女性の活躍

推進」が位置づけられました。また平成２６年には「日本再興戦略」に「『女性が輝く社会』

の実現」が掲げられました。 

 

（２）県 

島根県は、第２次島根県男女共同参画計画を平成２３年５月に策定しました。この計画

は、県の現状と課題に対応し、新たに「男性や若者に向けた理解促進」や「ワーク・ライ

フ・バランスの推進」などの項目を盛り込んでおり、毎年、男女共同参画に関する取組や

推進状況を「しまねの男女共同参画年次報告」としてとりまとめ、公表しています。また、

男女共同参画センター「あすてらす」をはじめ、県内各地で男女共同参画の理解促進に向

けた学習研修事業を開催しています。 

 

（３）市 

 市では、第２次男女共同参画計画に基づき、安来市人権・同和教育推進協議会の講座と

して研修会、講演会などを開催、また相談体制の充実を図ってきました。また、人権に関

する市民意識調査を実施し、前回調査（Ｈ１９）結果と比較検討しました。その結果及び

コラム「ちょこっと男女共同参画」を市広報誌「どげなかね」に連載し、市民の皆さんに、

現状の報告と意識の啓発を図ってきました。 
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３．人権に関する市民意識調査の結果から 

 

平成２４年度、男女１,０００人を対象に人権に関する市民意識調査を実施し、３１１人

から回答がありました。その中で、女性の人権に関する調査結果の主な概要は次のとおり

です。 

（前回調査は平成１９年度実施） 

 

＊差別や人権侵害を受けた経験 

人権侵害を受けた経験は男性が２０.２％、女性は２７％と女性が高く、また年代別

では４０歳代が高くなっています。 

 

＊人権課題への関心 

「あなたは、現在どんな人権課題に関心を持っていますか。：複数回答」という質問

に対し、「女性」を選んだ人の割合は前回調査が３２.４％に対して、今回の調査は 

１５.８％と半分以下となっています。関心の度合いが前回は５番目に高かったのに比

べ、今回は８番目と低くなっています。 

 

＊女性の人権「女性に関する人権上の問題」として 

「あなたは、どのような場面で、女性が差別されたり人権侵害を受けたりしている

と感じますか。：複数回答」という質問に対し 

 

ａ．あらかじめ示された項目の選択をみると 

項目の中で、「家庭内での家事や育児の分担」が３７.６％（前回調査２５％）、「社会

や地域に残るしきたりや慣習」が３６％（前回調査３４％）、「職場での昇給などの給

与格差や役職などへの昇任」が３４.７％（前回調査２７.９％）、「採用や就職の際の男

性との取扱いの差」が３１.２％（前回調査１９.６％）、「自治会など地域における女性

の役割や仕事の分担」が３０.９％（前回調査２２.３％）、「売買春やヌード写真に見ら

れる性の商品化」が２６.７％（前回調査１５.５％）、「家庭内での家族の発言や暴力」

が２２.８％（前回調査１１.５％）、「職場でのセクシュアル・ハラスメント（性的ない

やがらせ）」が２２.８％（前回調査１３.３％）、「職場での仕事の内容」が２２.５％（前

回調査１４.４％）、「家庭内で序列があること」が１３.２％（前回調査１０.４％）、「民

法などの法制度や行政が行う施策」が１１.９％（前回調査４.１％）と、「社会構造全

般」が前回調査と変化があまりなかった以外、いずれの項目も前回調査より高い割合

となっています。また、「女性に対する差別や人権侵害は、ほとんど存在しない」と「無

回答」の項目を選んだ人の割合は低くなっています。 
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ｂ．性別でみると 

「家庭内での家事や育児の分担」を選んだ人の割合は、男女ほぼ同数です。また、「社

会や地域に残るしきたりや慣習」は男性が２８.７％に対して、女性は４１.６％と女性

の割合が高く、「自治会など地域における女性の役割や仕事の分担」、「職場での仕事の

内容」、「家庭内で序列があること」などは男性の割合が女性より高くなっています。 

  

ｃ．年代別でみると 

２０歳代では「職場でのセクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）」を選んだ人

の割合が５３・３％と他の年代に比べ突出して高く、また「職場での昇給などの給与

格差や役職などへの昇任」選んだ人の割合も高くなっています。３０歳代では「家庭

内での家事や育児の分担」、「社会や地域に残るしきたりや慣習」、４０歳代では「家庭

内での家事や育児の分担」、５０歳代では「家庭での家事や育児の分担」、「自治会など

地域における女性の役割や仕事の分担」を選んだ人の割合が高くなっています。６０

歳代では「社会や地域に残るしきたりや慣習」を選んだ人の割合が４７．７％と他の

年代に比べ１０ポイント以上も高く、「職場での仕事の内容」を選んだ人の割合も他の

年代に比べ高くなっています。７０歳以上では「家庭内での家族の発言や暴力」を選

んだ人の割合が他の年代に比べ高くなっています。 

 

＊女性の人権「女性の人権を守るために行政の施策として重要なこと」として 

「女性の人権が尊重されたり、女性の社会参加を促進するためには、行政の施策として

どのようなことが重要だと思いますか：複数回答」について 

 

ａ．あらかじめ示された項目の選択をみると 

「出産休暇や育児、介護休業制度などを充実させ、働く環境の整備を図る」を選んだ

人の割合が総じて高く、次に「子どもの保育体制を整備する」、「社会全体が家事や育

児、介護の労働性を正当に評価するよう、啓発や教育を推進する」「家庭や学校、職場

で男女平等意識を浸透させる」がほぼ同数で続いています。「管理職や審議会の委員な

どに、女性を積極的に登用する」が６.３ポイント、「子どもの保育体制を整備する」が

６ポイント、「男女平等の観点から法律や制度を見直す」、「家庭や学校、職場で男女平

等意識を浸透させる」が前回調査より少し高くなっているものの、他の７項目は前回

調査より低く、特に「高齢者の在宅福祉制度を充実させる」は１１.４ポイント低くな

っています。 

 

ｂ．性別でみると 

「子どもの保育体制を整備する」が８．１ポイント、「社会全体が家事や育児、介護の

労働性を正当に評価するよう、啓発や教育を推進する」が１２ポイント、「高齢者の在

宅福祉制度などを充実させる」が１１．２ポイント、「企業における男女の賃金格差や、
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仕事の役割分担などを改めるよう指導する」が１０．４ポイント、女性が男性より高

く、特に「高齢者の在宅福祉制度を充実させる」は約１.９倍、「企業における男女の賃

金格差や、仕事の役割分担などを改めるよう指導する」は約２.５倍と、男性より女性

が選んだ割合が高くなっています。一方、「管理職や審議会の委員などに、女性を積極

的に登用する」「男女に関する社会通念やしきたりを改めるための取組を行う」「女性

が自ら能力を発揮できるような研修や学習の機会を増やす」「男女平等の観点から、法

律や制度を見直す」では男性が選んだ割合が約１.２倍から２倍高くなっています。 

 

ｃ．年代別でみると 

「出産休暇や育児、介護休業制度などを充実させ、働く環境の整備を図る」を選んだ

人の割合は２０歳代が６０．０％でとても高く、３０歳代、５０歳代、６０歳代でも

高くなっています。また、２０歳代では「子どもの保育体制を整備する」、４０歳代で

は、「子どもの保育体制を整備する」、「社会全体が家事や育児、介護の労働性を正当に

評価するよう、啓発や教育を推進する」、「家庭や学校、職場で男女平等意識を浸透さ

せる」がいずれも高い割合となっています。５０歳代では、他の年代に比べ「男女に

関する社会通念やしきたりを改めるための取組を行う」が高く、「女性が自ら能力を発

揮できるような研修や学習の機会を増やす」を選んだ人の割合は６０歳代、７０歳代

が他の年代に比べ高く、７０歳代では「管理職や審議会の委員などに、女性を積極的

に登用する」も他の年代に比べて高い割合となっています。 

 

 

 

４．計画の性格と期間 

 

 （１）この計画は、国の男女共同参画社会基本法第１４条に基づく法定計画であり、ま

た安来市男女共同参画推進条例第９条の規定により、安来市における男女共同参画社

会の指針として、男女共同参画社会を実現するため市が実施する施策の基本的方向を

総合的に示すものです。 

 （２）この計画は、安来市総合計画基本計画を上位計画とし、その部門別計画と連携し、

市の各部署の施策を男女共同参画の視点から横断的に捉えるものです。 

 （３）新たなこの計画の基本目標Ⅲに係る部分については、「女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律」に基づく市町村推進計画として位置付けるものです。 

（４）期間は平成２７年度から３１年度の５年間とします。なお、社会情勢の変化など

に対応し適宜見直しを図ります。 
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５．計画の基本理念及び基本目標 

 

 第３次安来市男女共同参画計画は男女共同参画社会基本法の５つの基本理念「男女の人

権の尊重」、「社会における制度又は慣行についての配慮」、「政策などの立案及び決定への

共同参画」、「家庭生活における活動と他の活動の両立」、「国際的協調」を踏まえ、心豊か

に自分らしい生き方ができる「ひとが輝く活力発揮のまちづくり」の実現に向け、次のこ

とを基本理念、基本目標として掲げます。 

 

 

基本理念 

 

（１）男女の個人としての尊厳が重んぜられ、男女が性別による差別を受けることなく平

等に扱われること及び男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること。 

 

（２）ドメスティック・バイオレンスその他性別に起因する暴力行為が根絶されること。 

 

（３）妊娠、出産等に関し、男女が互いに理解を深め、性及び生殖に関する健康及び権利

が尊重されること。 

 

（４）社会における制度又は慣行が、男女の社会における活動の自由な選択に対して、影

響を及ぼすことがないよう配慮されることで、男女が性別による固定的な役割分担に

とらわれることなく、多様な生き方を選択できること。 

 

（５）男女が、社会の対等な構成員として、市又は民間の団体における政策及び方針の立

案及び決定に共同して参画する機会が確保されること。 

 

（６）家族を構成する男女が、相互の協力及び社会の支援の下に、家事、育児、介護その

他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、

社会生活における活動を行うことができること。 

 

（７）男女共同参画の推進が、国際社会における取組と密接な関係を有してることを考慮

し、国際的協調のもとに行われること。 
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基本目標 

前述の基本理念に基づく施策を展開するために、次の６つの基本目標を掲げます。 

 

基本目標Ⅰ 

 男女が互いの人権を尊重し、理解を深めあい健康で暴力のない社会を築き、未来につな

げます。 

基本目標Ⅱ 

 慣習、慣行による性別役割分担を見直し、男女の格差や不平等のない社会をつくり、未

来につなげます。 

基本目標Ⅲ 

 女性が参画しやすい体制をつくり、物事の企画や決定に男女ともに関わることができる

ように努め、未来につなげます。 

基本目標Ⅳ 

 男女が互いの個性や能力を認め合い、支え合う家庭・学校・地域・職場をつくり、未来

につなげます。 

基本目標Ⅴ 

 国際的社会の一員としての自覚をもち、多様性を認め互いに支えあう関係を築き、未来

につなげます。 

基本目標Ⅵ 

 男女共同参画推進組織を設置し、男女共同参画推進モデルとして市役所における環境整

備をし、未来につなげます。 
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６．重点的に取り組む事項 

 

本計画期間５年間において、重点的に取組む事項を掲げ、積極的に取組んでいくことと

します。 

 

（１）市の政策や方針決定の場である審議会・各種委員、地域・団体の役員に

女性の参画を積極的に進めるとともに女性の人材育成に努めます。 

 市の審議会等への女性の参画率は２２.６％（Ｈ２５年度時点）と低く、今後、政策・方

針決定過程への女性の参画拡大を進めていきます。また、地域防災組織など地域のあらゆ

る分野で女性の参画が進むよう働きかけていきます。 

 

（２）相談窓口を周知し、配偶者からの暴力（ＤＶ）や職場におけるセクシュ

アル・ハラスメントの被害者支援、暴力防止及び予防啓発に努めます。 

潜在化しがちな配偶者からの暴力や様々な悩みを抱える人の相談窓口をわかりやすくし、

市役所内及び関係機関と連携を強化し、適切な相談、支援体制を整え、ＤＶ防止、セクシ

ュアル・ハラスメント防止、またデートＤＶなど若年層に対するＤＶ予防啓発を図ってい

きます。 

 

（３）地域産業で活躍している女性や、男女共同参画の視点を取り入れながら

地域に根付いた活動をしている個人、団体を広報誌などで紹介します。 

 安来市内の産業従事者のうち３９.５％が女性です。また販売農家就業者のうち、５５. 

６％に当たる２,３１０人が女性です（Ｈ２５版統計やすぎ）。農林水産業をはじめとして女性の 

感性を生かした事業が全国的に各地で展開されています。安来市でも６次産業への取組や 

地域産業で活躍している女性や団体を広報誌などで随時紹介し、機運醸成を図ります。 

 

（4）市役所内に男女共同参画推進本部を設立し、男女共同参画施策の全庁的推

進体制を整えます。 

 庁内各課の横断的な連携を図り、男女共同参画の視点をもった施策をスムースに遂行し、

行政サービスの向上に努めます。 
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７．第３次安来市男女共同参画計画 施策体系図 

 

基本目標 基本課題 具体的施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ男女が互いの人

権を尊重し、理解を

深めあい健康で暴

力のない社会を築

き、未来につなげま 

す。 

 

1. 男女共同参画の視点に立っ
た人権尊重の意識づくり 

1 男女共同参画の啓発と教育の推進 

2市職員の意識づくり 

3行政刊行物の表現への配慮 

4男女共同参画に関する調査の実施及びデーターの収集 

5相談体制の充実 

2.生涯を通じた男女の健康支援 

3.女性に対するあらゆる暴力の

根絶 

Ⅱ慣習、慣行による

性別役割分担を見

直し、男女の格差や

不平等のない社会

をつくり未来につ

なげます。 

Ⅲ．女性が参画しや

すい体制をつくり、

物事の企画や決定

に男女ともに関わ

ることができるよ

うに努め、未来につ

なげます。 

1学校における性に関する指導の実施及び相談体制の整備 

2 若い世代への健康支援 

3 女性の妊娠・出産等、健康支援の充実 

4 中高年期における健康支援 

5 禁煙対策の推進 

１ＤＶに対する広報・啓発・教育の実施 

2子ども、女性、高齢者に対する暴力相談体制の充実 

3 ＤＶ被害者などの自立に向けた支援 

4 セクシュアル・ハラスメント、パワ－・ハラスメントの

相談体制と防止対策の推進 

5 デートＤＶ（恋人間の暴力）に対する啓発 

4.男女共同参画の視点に立った

学校教育・社会教育の推進 

1男女平等教育の推進 

2学校を取り巻く場での男女共同参画の推進 

3 教育関係者への男女共同参画の視点に立った研修講座

の実施 

4 男女共同参画の視点に立った生涯教育の推進 

１.男女共同参画の視点に立った

制度や慣行の見直し 

1講座の実施及び情報発信 

2市の制度・施策への見直し 

１.政策・方針決定過程への男女

共同参画の推進 

2.女性人材の登用・育成 

1 政策・方針決定過程への男女共同参画の推進 

2 企業・団体への働きかけ 

3市役所における女性職員の登用促進と職域の拡大 

4企業・団体における女性職員の登用促進と職域の拡大 

1 人材リストへの登用と活用の促進 

2 女性リーダーの育成支援 



9 

 

 

基本目標             基本課題                具体的施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

Ⅳ．男女が互いの個

性や能力を認め合

い、支え合う家庭・

学校・地域・職場を

つくり、未来につな

げます。 

 

Ⅴ．国際的社会の一

員としての自覚を

もち、多様性を認め

互いに支えあう関

係を築き、未来につ

なげます。 

Ⅵ．男女共同参画推

進組織を設置し、男

女共同参画推進モ

デルとして市役所

における環境整備

をし、未来につなげ

ます。 

1.家庭生活への男女共同参画の

促進 

2.多様なライフスタイルに応え

る子育て支援、高齢者支援の充実 

3.職場における男女共同参画の

確立 

4.地域産業における男女共同参

画の推進 

5.男女共同参画で進めるまちづ

くり 

1 家庭生活における男女共同参画意識の啓発 

2 男性の家庭生活などの自立支援の推進 

3 家庭における子育てサービス、介護サービスの情報提供 

1 高齢者、障がい者、外国人などが安心して暮らせる相談

体制の整備 

2 子育てにおける男女共同参画意識の啓発 

3 放課後の児童に対する施策の充実 

4 子ども・子育て支援事業計画の実施と連携した多様なニ

ーズに対応できる子育て支援 

5 安来市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づく施策

の推進 

6 公共施設の環境整備 

1仕事と生活の調和（ワーク･ライフ･バランス）の推進 

2 国･県等と連携した周知啓発 

3 積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の推進 

4 市役所の環境整備 

5 事業所の男女共同参画実態調査の実施 

1女性農・漁業従事者の現状を考慮した支援 

2 地域産業に関する情報発信 

1地域活動における男女共同参画の普及 

2 防災・災害への取り組みの促進 

3 環境対策における男女共同参画の推進 

4消費者被害対策・防犯対策における男女共同参画の推進 

1 国際的な取り組みについての情報発信 

2多文化共生の視点に立ったまちづくり 

1.国際的視点に立った男女共同

参画の意識づくり 

1 市民･企業との協働の推進体制の確立と国･県等関係機

関との連携 

2 庁内推進体制の充実 

3 計画の進捗状況の把握と見直し 

4職員研修の充実 

5 苦情への対応 

1.庁内推進体制（計画の推進） 
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８．施策内容 

 

 

基本目標Ⅰ．男女が互いの人権を尊重し、理解を深めあい健康で暴力のな

い社会を築き、未来につなげます。 

 

1．男女共同参画の視点に立った人権尊重の意識づくり 

 

（現状と課題） 

 

  安来市で、平成２４年度に実施した「人権に関する市民意識調査」では、女性の人権

について「女性に対する人権上の問題」として「どのような場面で女性が差別された

り人権侵害を受けたりしていると感じますか。」という、あらかじめ示された項目を選

ぶ質問に対して、１５項目中１１項目が、前回調査より２．６ポイントから１２．６

ポイント高い割合で選ばれており、総じて関心が高くなってきていることが伺えます。 

少子化社会、人口減少社会において経済の低迷が懸念される中、活力あふれる地域で

あり続けるために男女共同参画の視点を持って取り組むことはとても重要です。 

 

 

 

 

 

 具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 男女共同参画の啓

発と教育の推進 

学校・地域・企業に対し、男女共同参画の

視点に立った人権尊重の意識づくりのた

め、男女共同参画の啓発及び研修会を実施

する。 

人権施策推進課 

2 市職員の意識づく

り 

市職員を対象とした、男女共同参画に関す

る意識調査を５年に１回行う。 

人権施策推進課 

男女共同参画の視点を醸成するため、職員

研修を年１回開催する。 

人事課 

人権施策推進課 

庁内ＬＡＮを利用した、男女共同参画情報

の共有。 

人権施策推進課 
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具体的施策 施策の内容 所管部課 

3 行政刊行物の表現

への配慮 

市が作成する広報・刊行物・ポスタ－・チ

ラシ等について、情報を発信する側の行政

職員の立場で「男女共同参画の視点」に立

った表現を行い、点検ができるようワ－キ

ング担当者を中心とした研修を行う。 

全課 

市職員等関係者研修を行い、市が発信する

情報の内容・表現等について知識と理解を

深める。 

人権施策推進課 

4 男女共同参画に関

する調査の実施及

びデ－タ－の収集 

国や県等が実施する意識調査等、男女共同

参画に関するあらゆるデ－タ－を収集し情

報提供を行う。 

人権施策推進課 

５年に１回、市民意識調査を行う等、状況

の把握を行う。 

人権施策推進課 

５年に１回、児童生徒を対象とする意識調

査を行う。 

学校教育課 

人権施策推進課 

5 相談体制の充実 市民相談の充実を図るとともに、関係課及

び関係機関との連携を強化する。 

市民相談室 

どこに相談すればよいか、広報、行政告知

端末やホ－ムペ－ジの整備を行うことで相

談窓口を周知する。 

あわせて、公共施設等にも相談窓口を記載

したパンフレット等の設置を行う。 

全課 

人権擁護委員による人権相談の充実を図

る。 

人権施策推進課 

国や県をはじめとした関係機関と連携し

て、相談体制の充実を図る。 

全課 
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２．生涯を通じた男女の健康支援 

 

（現状と課題） 

 

 男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、健康づくりに取り組めるよう、健康教育

や健康相談の実施、各種検診の受診率の向上を進めてきました。今後も、男女が異なる

健康上の問題に直面することに留意するとともに、生涯にわたる健康の維持・増進を図

ることが必要です。日本全体での自死者数は減少傾向にあるものの、男性の割合が約７

割を占め、また、先進国の中で日本のみが１５歳～３４歳の若い世代における死因とし

て「自死」が１位であるという現状もあります。その原因の一つとして未だ根強く残る

「固定的な性別役割分担意識」も考えられます。うつ病等精神疾患対策とあわせ「ここ

ろの健康づくり」や相談体制の充実、また様々な困難を一人で抱え孤立しがちな男性が、

思いを共有することのできる「こころの居場所づくり」等、一層の取り組みが必要です。 

 女性は妊娠や出産をする可能性もあり、妊娠・出産期・更年期・高齢期等、それぞれの

時期に応じた保健・医療サ－ビスの充実を図っていく必要があります。学校においても、

児童・生徒の発達段階に応じた性に関する指導を実施するとともに、様々な教育活動を

通じて「命の大切さ」についての学習を進めていく必要があります。 

 

 

 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 学校における性に

関する指導の実施

及び相談体制の整

備 

幼児・児童・生徒が正しい知識をもち、適切

な判断と行動がとれるよう、計画的な性に関

する指導を実施する。また、生徒指導部を中

心とした相談窓口の設置及び周知を行う。 

学校教育課 

いきいき健康課 

2 若い世代への健康

支援 

近年、わが国で増加している「若い世代」の

自死予防のための講座や啓発活動（自死対策

キャンペ－ン等）にあわせ、相談窓口・援助

機関の周知を図る。また、小中学校において

は、「生命尊重の教育」「心身の健康を育む教

育」「あたたかい人間関係を築く教育」等の

学習を進める。 

いきいき健康課 

福祉課 

市民参画課 

地域振興課 

子ども未来課 

学校教育課 

人権施策推進課 
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 具体的施策 施策の内容 所管部課 

 若い世代への健康

支援 

性感染症・摂食障害等に関する情報提供と正

しい知識普及を図る。 

いきいき健康課 

学校教育課 

成人式等でエイズ等の性感染症に関する予

防キャンペ－ン等のチラシを配布し啓発活

動を行う。 

いきいき健康課 

地域振興課 

商工観光課 

学校教育課 

3 女性の妊娠・出産

等、健康支援の充

実 

安心・安全な出産に向けて、マタニティ教室

のほか、妊娠届出時の状況や若年妊婦、不安

を抱えている妊婦等への訪問を実施する。ま

た、全戸を対象に産婦訪問を実施し、医療機

関連携によりハイリスクの産婦の場合には

優先して訪問し、その後も継続してかかわり

支援を行う。 

いきいき健康課 

子ども未来課 

乳がん、子宮がん検診等、各種検診の充実と

受診者数の増を図る。 

いきいき健康課 

母子健康手帳交付時に、「子育て応援ガイド

ブック（ピッコリ－ニ）」を渡し、各種制度、

子育てサ－ビス等の情報提供を行う 

 

いきいき健康課 

市民課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

子ども未来課 

不妊治療（費用助成含む）について、広報や

窓口で情報を発信し、早期治療への啓発と不

妊に悩む男女への不安感に対する相談対応

を行う。 

いきいき健康課 

市民課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

子ども未来課 

各地域で開催される健康教室や事業等にあ

わせ、各年齢期における女性のホルモンバラ

ンス等をふまえた体の変化について伝え、健

康相談も実施する。 

いきいき健康課 

子ども未来課 
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３．女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 

（現状と課題） 

   

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）、性犯罪、買売春、セクシュアル・ハラスメント、

スト－カ－行為など女性に対する暴力が、深刻な社会問題となっています。 

 潜在化しがちな問題であるため、被害者が一人で悩んだり、我慢をしたりしないよう相 

談窓口の周知をはかるとともに、ＤＶ被害者の自立に向け、関連する県、市、各課が連 

携を強化し、包括的なケアを行う必要があります。またデ－トＤＶ（恋人間の暴力）の 

講座を通し、若年期から、ＤＶ予防のための教育や啓発を進めることが重要です。 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

4 中高年期における

健康支援 

介護予防対策により、男女が生涯にわたり、

自ら健康づくりに取り組むことができるよ

う、健康教育や相談体制の充実を図る。生き

がいづくりとして高齢者の就業機会等の支援

を行う。 

また、がん検診の実施及び地域の事業にあわ

せ、がん検診の啓発を行う。 

いきいき健康課 

高齢者安心課 

保険年金課 

福祉課 

壮年期を対象にした、うつ病等の精神疾患対

策「心の健康づくり」についての市民講演会

等を開催し、気軽に受診できる環境づくりの

啓発活動を行う。固定的な性別役割分担意識

等により壮年期男性に多いとされる自死につ

いて、自死防止対策キャンペ－ン及び市民研

修会等において相談や啓発を行う。 

いきいき健康課 

高齢者安心課 

福祉課 

人権施策推進課 

5 禁煙対策の推進 喫煙や受動喫煙等、たばこによる健康阻害の

教育及び啓発を行う。 

妊娠、出産、子育てをふまえ、体の準備とし

てたばこのない生活環境にむけて啓発を行

う。 

また、妊娠届出時やマタニティ教室、訪問等

の場をとらえ、夫にも健康教育を行い、小中

学校においては保健の時間で学習を進める。 

いきいき健康課 

子ども未来課 

学校教育課 

公共の場での積極的な禁煙、分煙の推進を行

う。 

いきいき健康課 

人権施策推進課 
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具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 ＤＶに対する広

報・啓発・教育の

実施 

各学校において、人権教育の中で男女差別に

ついて学ぶことを通して、男女平等について

学び、考える。 

学校教育課 

子ども未来課 

関係各課の連携を図りながら、地域での理解

や学校の教職員、保護者を対象としたＤＶ防

止や適切な対応に関する講座・研修を行う。 

学校教育課 

子ども未来課 

人権施策推進課 

ＤＶにまきこまれた子どもやその家族を守

り、心のケアを行うため、関係機関と連携を

図りながら相談対応を行う。 

また、ＤＶＤ等のメディア活用、外部講師を

招いての研修会の実施及び関係各課との情

報共有等により支援を強化する。 

学校教育課 

子ども未来課 

福祉課 

自治会等の各種団体や民生委員等へのＤＶ

に関する啓発講座、研修を実施する。 

市民参画課 

福祉課 

人権施策推進課 

市報やホ－ムペ－ジにより、市のＤＶ防止対

策を広く周知する。 

福祉課 

人権施策推進課 

2 子ども、女性、高

齢者に対する暴力

相談体制の充実 

子ども、高齢者の虐待、女性への暴力（ＤＶ

等）について関係所管課と連携を図る。また、

要保護児童対策協議会と関係部署との連携

した早期支援を行う。 

取次ぎ担当の部署においても、相談業務を行

っている担当課の紹介や民生児童委員、主任

児童委員等、相談窓口の周知と活用を充実さ

せる。 

子ども未来課 

高齢者安心課 

学校教育課 

福祉課 

市民課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

市民相談室 

人権施策推進課 

相談窓口が一目でわかるよう市のホ－ムペ

－ジを整備したり、公共施設にパンフレット

等を設置し、各課の相談窓口の周知を行う。 

あわせて、広報でも周知する。 

全課 
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具体的施策 施策の内容 所管部課 

 子ども、女性、高

齢者に対する暴力

相談体制の充実 

ＤＶ被害状況に応じた相談機関とのネット

ワ－クの構築と、職員への周知を行う。 

福祉課 

子ども未来課 

人権施策推進課 

学校教育課 

外国人や障がいのある人をはじめ、人権侵害

を受けた被害者への相談体制の充実を図る。 

福祉課 

市民参画課 

人権施策推進課 

市民相談におけるＤＶに関しての相談につ

いて適切な助言を行うとともに、関係課、関

係機関へつなぐ。 

市民相談室 

3 ＤＶ被害者などの

自立に向けた支援 

「ＤＶ被害者支援対応マニュアル」を作成

し、関係部署と連携を図りながら、情報保護

と被害者の状況に合わせた支援を行う。 

また、その子どもに対しても、要保護児童対

策協議会を通じて、他自治体との調整を図り

ながら適切な対応を行う。 

市民課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

福祉課 

保険年金課 

高齢者安心課 

学校教育課 

子ども未来課 

建築住宅課 

被害者のケ－スに応じて、専門相談援助を行

う。 

福祉課 

学校等での子どもの安全確保、スク－ルソ－

シャルワ－カ－等の専門家と学校等が連携

して子どもの支援を協議する。 

また、幼児・児童・生徒の心のケアについて

情報共有しながら、それぞれの役割を担い支

援にあたる。 

学校教育課 

子ども未来課 

被害者の安全確保のために、公営住宅への入

居において優先して支援する。 

 

 

 

建築住宅課 
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【語句説明】 
●ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）とは 
直訳すると「家庭内暴力」となりますが、配偶者または同居などで事実婚関係にある男女、

又は元配偶者など密接な関係にあった男女から振るわれる暴力を指します。具体的には殴

る、蹴る、刃物をつきつけるなどの「身体的暴力」、大声で怒鳴る、無視するなどの「精神

的暴力」、手紙やメールをチェックする、友人とのつきあいを監視するなどの「社会的暴力」、

生活費を渡さないなどの「経済的暴力」、性行為の強要や避妊に協力しないなどの「性的暴

力」があり、被害者の多くは女性です。ＤＶは犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害で

あるとともに、個人の尊厳を害するものであり決して許されません。平成１３年には「配

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

 ＤＶ被害者などの

自立に向けた支援 

ＤＶ被害者に対して、県、市等の関係機関が連

携をとり、被害者への適切な情報提供と早期の

自立支援計画を作成する。 

また、その子どもに対しても要保護児童対策協

議会を通じて他自治体と調整し、関係部署とと

もに情報保護と適切な対応を行う。 

市民課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

福祉課 

保険年金課 

高齢者安心課 

学校教育課 

子ども未来課 

建築住宅課 

市役所内所管課の担当者連絡会議を開催し、情

報交換を行うなど、適切な対応や２次被害が発

生しないための研修会を実施する。 

4 セクシュアル・ハ

ラスメント、パワ

－・ハラスメント

の相談体制と防止

対策の推進 

企業等に対し、セクシュアル・ハラスメント及

びパワ－・ハラスメント防止に対する意識を高

めるようチラシの配布等、情報提供や研修会を

行う。 

人権施策推進課 

商工観光課 

5 デ－トＤＶ（恋人

間の暴力）に対す

る啓発 

デ－トＤＶに関する教職員研修を行い、ゲスト

ティ－チャ－等を活用したデートＤＶ予防の

ための授業を実施する。 

学校教育課 

人権施策推進課 

庁内の各関係所管課との横断的な連携により、

情報共有の場を設け、現状を把握し啓発活動を

行う。 

福祉課 

子ども未来課 

学校教育課 

人権施策推進課 

相談機関の把握と周知 市民相談室 

学校教育課 

福祉課 

人権施策推進課 
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偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」が制定され、被害者は一時保護や

保護命令の申請などが可能になりました。（内閣府男女共同参画局作成の資料より） 

 

●セクシュアル・ハラスメントとは 

男女を問わず、性に関する相手の意に反した言動で、性的な冗談やからかい、食事やデー

トの執拗な誘い、身体への不必要な接触、立場を利用した性的関係の強要、性的な噂の流

布、衆目に触れる場所のわいせつな写真の展示など様々な形態のものが含まれます。雇用

の場では男女雇用機会均等法により、相談体制を整えたり、苦情に応えるなどの適切な措

置を講ずることが事業主の義務となっています。（内閣府男女共同参画局作成の資料より） 

●パワー・ハラスメントとは 
職場のパワー・ハラスメントとは、同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの

職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環

境を悪化させる行為をいいます。上司から部下に行われるものだけでなく、先輩・後輩間や同僚

間、さらには部下から上司に対して様々な優位性を背景に行われるものも含まれます。類型 、
具体的行為は（１）身体的な攻撃（暴行・傷害）（２）精神的な攻撃（脅迫・暴言等）（３）

人間関係からの切り離し（隔離・仲間外し・無視）（４）過大な要求（業務上明らかに不要

なことや遂行不可能なことの強制、仕事の妨害）（５）過小な要求（業務上の合理性なく、

能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じることや仕事を与えないこと）（６）個の侵

害（私的なことに過度に立ち入ること）ですが、これ以外の行為は問題ないということで

はありません。（厚生労働省作成資料より）  
●デートＤＶとは 
高校生や大学生など若い世代で起きる「交際相手（恋人）からの暴力」や「結婚していな

い男女間での暴力行為」のことで、ふたりが互いに安心できる対等な関係であり、上下関

係がないかどうか、支配や束縛がないかどうか、等が判断の基準となります。デートＤＶ

について情報提供や啓発していくことは男女の対等な関係づくりやＤＶの予防に役立ち、

非暴力社会の構築につながるものです。 
 

４．男女共同参画の視点に立った学校教育・社会教育の推進 

 

  （現状と課題） 

   

 人権教育を基底に据えた教育の展開の中で、様々な場面を通して、性別的役割分担

意識にとらわれない、一層の男女平等教育の推進を図る必要があります。 

   中でも、男女共同参画の視点が欠けていたために、東日本大震災時、避難所生活に

おける困難に拍車をかけたという報告がなされ、新たに男女共同参画の視点を防災

教育等に取り入れ、平時から学校と地域社会の連携強化が求められています。 
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また、学校はもとより、ＰＴＡや学校とかかわる地域社会の場においても男女共同

参画の推進が必要です。 

 

 

 

  

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 男女平等教育の推

進 

 

人権教育を基底に据えた教育の展開の中で、

様々な場面を通して、性別による固定的な役

割分担意識にとらわれない教育・進路指導を

展開する。 

学校教育課 

地域振興課 

人権施策推進課 

あらゆる教育活動（家庭科教育、道徳教育、

性に関する指導、福祉教育、防災教育等）を

通じて、関係部署と連携を図りながら男女平

等教育を推進する視点を組み込む指導と支

援の計画を整備する。 

学校教育課 

福祉課 

いきいき健康課 

子ども未来課 

消防本部（警防課） 

危機管理課 

人権施策推進課 

2 学校を取り巻く場

での男女共同参画

の推進 

生徒会役員の男女比や活動内容等、男女共同

参画の趣旨を活かした活動を取り入れる。 

学校教育課 

ＰＴＡ活動において、男女共同参画の主旨を

活かした活動を取り入れる。 

学校教育課 

3 教育関係者への男

女共同参画の視点

に立った研修講座

の実施 

学校保護者、教職員、保育所職員、幼稚園教

諭等を対象として男女共同参画の理念を理

解し、推進することができるよう研修会を実

施する。 

また、児童クラブ関係者、子育て支援にかか

わる関係者への研修会も実施する。 

学校教育課 

子ども未来課 

人権施策推進課 

4 男女共同参画の視

点に立った生涯教

育の推進 

各交流センタ－において、男女共同参画に関

する研修講座を開催し、地域活動に研修の成

果を活かしていく。 

地域振興課 

人権施策推進課 

性別、世代に関係なく、市民一人ひとりが男

女共同参画の趣旨を理解し、参加への意欲を

もてるような事業を関係部署の連携を図り

ながら実施していく体制を整備する。 

地域振興課 

人権施策推進課 

 



20 

 

基本目標Ⅱ．慣習、慣行による性別役割分担を見直し、男女の格差や不平

等のない社会をつくり、未来につなげます。 

 

 

 

 

1．男女共同参画の視点に立った制度や慣行の見直し 

 

（現状と課題） 

 

「男は仕事、女は家庭」といった言葉に代表されるように性別による固定的な役割分

担意識が、未だ慣習・慣行などに根強く残っているのが現状です。平成２４年度に実

施した「人権に関する市民意識調査」によると、「どのような場面で女性が差別され

たり人権侵害を受けたりしていると感じますか。」という、あらかじめ示された項目

を選ぶ質問に対して、「家庭内での家事や育児の分担」「社会や地域に残るしきたりや

慣習」を選んでいる人の割合が１位と２位を占めています。「自治会における女性の

役割や仕事の分担」を含めると、前回調査の時点で３４．１％でしたが、今回調査で

も３２．８％とあまり変化が見られません。また「社会や地域に残るしきたりや慣習」

を選んでいる割合が男性では２８．７％、女性では４１．６％と女性の方が高くなっ

ており、年代別では６０歳代で４７．７％と約半数の人が選んでいます。これらの解

消に向けて講座の開催、情報発信、市の制度や施策の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 講座の実施及び

情報発信 

男女共同参画の視点に立った資料の作成や

ホームペ－ジを充実させるなど、インタ－

ネットや広報を活用して情報発信を行う。 

人権施策推進課 

男女共同参画への意識啓発のもと、出前講

座等を実施する。 

人権施策推進課 

2 市の制度・施策へ

の見直し 

男女共同参画の視点から、市の制度や施策

などについて、男女共同参画担当課と連

携・協議し、点検や見直しを進める。 

総務課 

定住企画課 

人権施策推進課 
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基本目標Ⅲ．女性が参画しやすい体制をつくり、物事の企画や決定に男女

ともに関わることができるように努め、未来につなげます。 

 

 

 

 

 

1．政策・方針決定過程への男女共同参画の推進  

 

（現状と課題） 

男女共同参画社会の構築には、男女が社会の対等な構成員として、様々な分野に双方

の意思が反映できる仕組みを作っていかなければなりません。そのため、安来市の審

議会への女性の参画率を４０％と、目標を定めていますが、平成２６年４月１日時点

では、２２.６％で、目標を大幅に下回っています。まだまだ意思決定の場に参画して

いる女性は少ないのが現状です。庁内はもとより、企業や各種団体等にも男女共同参

画への理解を深め、女性の役職への登用や職域拡大などを図る必要があります。あら

ゆる分野で女性が能力を発揮しやすい環境を作り、政策、方針決定、計画の立案等に

参画する機会を確保できるように働きかける必要があります。 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 政策・方針決定過

程への男女共同

参画の推進 

審議会等への女性の積極的な参画を図る。 

毎年度、女性の参画状況を調査し、女性委員

の登用を促し、女性不在の審議会等の解消を

図る。 

また改選時には、女性委員等の必要性を認識

いただき、性別による役割にとらわれず選出

してもらうよう各担当課から働きかける。 

全課 

2 企業・団体への働

きかけ 

安来市の「コンペ方式」や「総合評価型」入

札の評価要件に男女共同参画への取組を含め

ると共に男女共同参画の推進に努める。 

管財課 

人権施策推進課 

3 市役所における

女性職員の登用

促進と職域の拡

大 

女性職員の能力開発や意欲向上につながる多

面的な登用を行い、職域の拡大を図るととも

に、役職者への登用を促進する。 

人事課 

女性のいない職場の解消を図る。 人事課 

女性職員のキャリアアップ研修などを実施

し、女性が能力を発揮しやすい環境をつくる。 

人事課 

4 企業・団体におけ

る女性職員の登

用促進と職域の

拡大 

女性職員の能力開発や意欲向上につながる多

面的な登用を行い、職域の拡大を図るととも

に、役職者への登用を促進する。 

全課 

女性のいない職場の解消を図る。 
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2．女性人材の登用・育成  

 

（現状と課題） 

 

各種専門知識や経験、市政参画の意欲を有する女性を、本人の意思により登録し、審

議会等の政策・方針決定過程等への人材推薦として活用するために人材リストの登録

を促進します。 

人材リスト登録者のレベルアップに必要な研修や情報提供を行い、審議会等への登用

を促進する必要があります。あわせて、行政の様々な分野への理解・関心を深めるた

めの研修を実施し、人材リスト登録者の拡充サポ－トを行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 人材リストへの

登録と活用の促

進 

人材リストへの登録促進と、審議会等の委員の

改選時に人材リストの活用を図る。 

人権施策推進課 

人材リスト登録者の資質向上に必要な研修や

情報提供を行い、審議会等への登用を促進す

る。行政の様々な分野への理解・関心を深める

ための研修会を実施し、人材リスト登録者の拡

充やサポ－トを行う。 

人権施策推進課 

2 女性リーダーの

育成支援 

女性リーダ－を育成するための研修会の実施

や情報提供を行う。 

人権施策推進課 
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審議会委員数表 

（平成 26年 4月 1日現在）   
審議会等名 

 

委員総

数 

（人） 

うち 

女性委員数 

  (人) 

 

女性の割

合 

（％） 

  
1 市町村防災会議 22 1 4.5 

2 民生委員推薦会 14 2 14.3 

3 国民健康保険運営協議会 12 2 16.7 

4 障害者に関する審議会その他の合議制の機関 25 11 44.0 

5 介護認定審査会 63 17 27.0 

6 市町村交通安全対策会議 16 2 12.5 

7 社会教育委員会 22 8 36.4 

8 スポーツ推進審議会 14 5 35.7 

9 地方文化財保護審議会 10 2 20.0 

10 市町村都市計画審議会 17 4 23.5 

11 安来市名誉市民選考審議会 10 1 10.0 

12 安来市清掃業務審議会 7 0 0.0 

13 市町村国民保護協議会 22 1 4.5 

14 障害程度区分認定審査会 11 3 27.3 

15 介護保険運営協議会 14 3 21.4 

16 安来市温泉審議会 5 0 0.0 

17 公の施設指定管理者選定審議会 7 1 14.3 

18 安来市情報公開審査会 5 2 40.0 

19 安来市個人情報保護審議会 9 4 44.4 

20 安来市個人情報保護審査会 5 2 40.0 

21 安来市消費者行政審議会 9 3 33.3 

22 予防接種健康被害調査委員会 4 0 0.0 

23 子ども・子育て推進会議 22 11 50.0 
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基本目標Ⅳ．男女が互いの個性や能力を認め合い、支え合う家庭・学校・

地域・職場をつくり、未来につなげます。 

 

 

 

 

 

１.家庭生活への男女共同参画の促進 

 

  （現状と課題） 

 

  平成２４年度に実施した「人権に関する市民意識調査」によると、「どのような場面

で女性が差別されたり人権侵害を受けたりしていると感じますか。」という、あらか

じめ示された項目を選ぶ質問に対して、「家庭内での家事や育児の分担」が３７.６％

（前回調査２５％）、「家庭内での家族の発言や暴力」が２２.８％（前回調査１１.

５％）、「家庭内で序列があること」１３．２％（前回調査１０．４％）、と全体の２

３．１％を占めており、前回調査１９．７％を上回っています。これらの解消に向

けて、各種団体と連携し、家庭生活における男女共同参画を推進することが必要で

す。 

  また、男性の生活自立啓発グル－プ結成への働きかけを行い、固定的性別役割分担

意識により、困難な状況を抱えている男性が心を開いて思いを共有し合える「場作

り」を働きかけることも重要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 家庭生活おける

男女共同参画意

識の啓発 

各種団体と連携し、家庭生活における男女共

同参画を推進するための講座等、学習会や、

研修講座を実施する。 

ＰＴＡについては、人権・同和教育に関する

学習を通して、男女共同参画について学ぶ機

会を設置し、親学プログラムの活用や男女共

同参画を推進する研修講座を実施する。 

地域振興課 

学校教育課 

高齢者安心課 

いきいき健康課 

子ども未来課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

人権施策推進課 

2 男性の家庭生活

などの自立支援

の推進 

男女共同参画の視点を取り入れた「男性のた

めの料理教室」等、男性を対象とした「生活

自立支援のための講座」などを開設する。 

地域振興課 

高齢者安心課 

いきいき健康課 

子ども未来課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

人権施策推進課 
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２．多様なライフスタイルに応える子育て支援、高齢者支援の充実 

 

  （現状と課題） 

 

   全国的に少子化が進むなか、子育ては男女が協力して行うべきものという考えのも

と、安心して子育てのできる環境づくりと、更なる子育て支援の充実を図っていく

必要があります。また、わが国の特徴であるＭ字カ－ブの解消には、幼稚園や放課

後児童クラブの整備等、仕事と子育ての両立支援を充実させ、女性が出産後も仕事

を継続できる環境を整える必要があります。高齢化についても急速に進んでいる状

況にあり、ひとり暮らしの高齢者等、高齢者のみの世帯も増加しています。また、

家族の介護はこれまで主に女性が担ってきましたが、近年、非婚率の上昇等により

働き盛りの男性が離職して親の介護にあたることが増えている中、介護と仕事を両

立できるよう制度を整備するとともに、介護者が孤立しないようサポ－ト体制の構

築が必要です。 

子ども、高齢者、障がい者、妊婦、外国人等が安心して暮らし、地域社会への参加 

ができるよう、相談体制の充実を図るとともに、地域全体での包括的な支援が必要 

です。 

 

 

 

 

 具体的施策 施策の内容 所管部課 

 男性の家庭生活などの自

立支援の推進 

男性の自立啓発グル－プ結成への働きかけを

行う。困難な状況を抱えている男性が、心を

開いて思いを共有し合える場づくりをする。 

地域振興課 

市民参画課 

人権施策推進課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

3 家庭における子育てサ－

ビス、介護サ－ビスの情報

提供 

家庭生活における子育てや介護等の負担が軽

減できるよう、子育てガイドブックの配布や

家庭訪問、乳幼児健診や健康教室、各集いの

場における子育て支援サ－ビスや介護サ－ビ

スの提供等、広報やリ－フレット等でも情報

の発信を行う。 

子ども未来課 

高齢者安心課 
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【語句説明】 

●Ｍ字カーブとは  

日本の女性の年齢階級別労働力率（15 歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業

者）の割合）をグラフに表すとＭ字の形を描きます。女性の労働力率は、結婚・出産期に

当たる年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するという、いわゆるＭ字カ 

ーブを描くことが知られており、近年はＭ字の谷の部分が浅くなってきています。国際的

にみると日本や韓国でこの形がみられ、欧米先進諸国では見られない形です。 

                          （内閣府男女共同参画局作成の資料より） 

 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 高齢者、障がい

者、外国人などが

安心して暮らせ

る相談体制の整

備 

高齢者、障がい者、外国人等が安心して地

域社会への参加ができるよう、相談体制の

充実を図るとともに、相談窓口の周知広報

を徹底する。 

また、相談窓口の周知広報の実施に際して

は、ふりがな併記、外国語表記、点字、文

字サイズの最適化について検討する。 

市民相談室 

市民課 

高齢者安心課 

消防本部（警防課） 

福祉課 

市民参画課 

地域振興課 

環境政策課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

2 子育てにおける

男女共同参画意

識の啓発 

性別による役割分担意識を見直し、家庭で

男女の協力による育児や家事を支援するた

めに、パンフレットによる啓発やマタニテ

ィ教室や子育て教室等の講座や研修機会を

設ける。 

子ども未来課 

地域振興課 

商工観光課 

人権施策推進課 

3 放課後の児童に

対する施策の充

実 

仕事と家庭の両立がしやすい環境を支援す

るため、放課後児童クラブの条例制定、規

則制定により体制の整備を図り、新たなク 

ラブへの設置の支援と将来を見据えた各ク

ラブの施設管理・運営について、調整を図

る。 

また、児童クラブの運営・連携についても、

関係部署と連携、協議していく。 

学校教育課 

子ども未来課 

地域振興課 
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具体的施策 施策の内容 所管部課 

4 子ども・子育て支

援事業計画の実

施と連携した多

様なニ－ズに対

応できる子育て

支援 

子育て支援センタ－の整備向上とともに、

地域での相談体制の強化を図り、子育て支

援サ－クル、幼稚園、保育所、ファミリ－

サポ－トセンタ－等とも連携をとり、家庭

での子育てを地域全体で支援する。 

子ども未来課 

学校教育課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

地域振興課 

市民参画課 

幼稚園での預かり保育、一時預かり保育等、

サ－ビスの拡充を目指す体制を整備する。 

学校教育課 

「子ども・子育て支援事業計画」（Ｈ２７年

度～Ｈ３１年度）に基づき周知を図り、保

育所での一時保育、延長保育、休日、病後

児保育等の受け入れを行う。 

子ども未来課 

他機関が実施している児童乳幼児の預かり

制度等、子育て支援の取組、また「子育て

応援ガイドブック（ピッコリ－ニ）」を見直

し、改訂し、印刷配布し情報提供を行う。 

 

子ども未来課 

ひとり親家庭、とも働き家庭、障がいのあ

る子どものいる家庭等、子育て支援に関す

る「子ども・子育て支援事業計画」（Ｈ２７

年度～Ｈ３１年度）に基づき、子育て支援

の充実を図る。 

福祉課 

子ども未来課 

学校教育課 

市民課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

子育て支援の活動をしているボランティア

やＮＰＯなどの市民団体等との連携を図る

ための、情報（デ－タベ－ス）を整備する。 

 

地域振興課 

市民参画課 

子ども未来課 
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具体的施策 施策の内容 所管部課 

5 安来市高齢者福

祉計画・介護保険

事業計画に基づ

く施策の推進 

高齢者の住環境、介護サービスの充実と強

化を図るための、支援計画等整備する。 

高齢者安心課 

いきいき健康課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

健康づくりと介護予防の推進・認知症対策

を見直し、「健康やすぎ２１」計画の全体計

画、地区計画において具体的な役割を確認

し、地域の健康づくりに活かす。 

男女共同参画の視点から「生きがい講座」

等の併設等、庁内で密な連携体制を検討す

る。 

定住企画課 

いきいき健康課 

高齢者安心課 

人権施策推進課 

保険年金課 

医療との連携強化を図るための、全体計画

を整備する。 

また、安来市地域医療連携協議会の開催等

において、安来市の地域医療の方向性につ

いて協議の場を持つ。 

高齢者安心課 

いきいき健康課 

福祉課 

様々な生活支援サ－ビスの充実、強化を図

るための全体計画を整備し、支援内容をま

とめて紹介した冊子を作成し活用する。 

また、避難行動要支援者に対する接し方や

対応に関すること等、防災についても計画

に入れ込み、関係部署の連携の下、策定を

行う。 

高齢者安心課 

いきいき健康課 

保険年金課 

福祉課 

建築住宅課 

危機管理課 

消防本部（予防課） 

人権施策推進課 

6 公共施設の環境

整備 

子ども、高齢者、障がい者、妊婦をはじめ

とする、あらゆる人々が利用しやすい（ユ

ニバ－サルデザイン）公共施設の整備を推

進する体制を構築する。 

子ども未来課 

高齢者安心課 

建築住宅課 

都市計画課 

定住企画課 

庁舎建設室 

福祉課 

公的施設の環境整備や授乳児を同伴して利

用できる公的施設の充実。ベビ－シートの

設置、公共施設の用途に併せた授乳室の設

置等、施設の配置と構造、使用方法等、関

係部署の連携により「子育て支援ガイドブ

ック」を見直し、利用者の側に立った情報

の提供を行う。 

庁舎建設室 

建築住宅課 

都市計画課 

定住企画課 

子ども未来課 
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３．職場における男女共同参画の確立 

 

  （現状と課題） 

 

   平成２４年度に実施した「人権に関する市民意識調査」における「女性に関する人 

   権の問題」の「あなたは、どのような場面で、女性が差別されたり人権侵害を受け 

   たりしていると感じますか。」というあらかじめ示された項目を選ぶ質問に対し、３

位が「職場での昇給などの給与格差や役職等への昇任」、４位が「採用や就職の際の

男性との取扱いの差」と雇用の場における「不平等感」を感じている回答をした人

が多いという結果でした。 

また全国的にも、管理職と職員の意識の違いで、男性が育児休業を取得しにくい状 

況があり、今後は、雇用の場における男女平等の実現並びに仕事と生活の調和（ワ 

－ク・ライフ・バランス）の推進と啓発を、市役所をはじめ、事業所、管理する立 

場の人にも積極的に働きかけることが必要です。 

 

 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 仕事と生活の調和（ワ－ク・ラ

イフ・バランス）の推進 

企業や事業所に対し、仕事と生活

の調和（ワ－ク・ライフ・バラン

ス）への理解と促進を図るため、

研修会の開催や関係機関からの啓

発物の配布等情報提供を計画的に

行う。 

また、平成２７年度から実施する

「子ども・子育て支援事業計画」

（Ｈ２７年３月策定済）の中で、

企業への各種制度（育児休業等）

等を情報発信し啓発を図る。 

商工観光課 

子ども未来課 

学校教育課 

農林振興課 

人権施策推進課 

2 国・県等と連携した周知啓発 企業や事業所、事業主などに、国

や県等と連携しながら講座を開催

するなど、共催事業等を実施し、

男女の格差解消を働きかける。 

商工観光課 

農林振興課 

人権施策推進課 

3 積極的改善措置（ポジィティ

ブ・アクション）の推進 

積極的改善措置（ポジィティブ・

アクション）の推進について、事

業主への研修会の開催などにより

啓発を進める。 

商工観光課 

農林振興課 

人権施策推進課 
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【語句説明】 

●仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）とは 

仕事は、暮らしを支え、生きがいや喜びをもたらすものです。同時に家事・育児、介護

や近隣との付き合い、地域活動への参加や自己啓発のための活動なども、心身ともに健

康で豊かな生活を送るのに欠かせないものです。一人ひとりが意欲を持って仕事と生活

の両方を実現するため、短時間勤務、在宅勤務、フレックスタイム制など、多様な働き

方や時間を、その時に置かれた状況によって選択することができ、また柔軟に対応でき

る職場環境を整えるなど、仕事と生活の両方を実現できるようにしていくことです。 

（内閣府男女共同参画局作成の資料より） 

●積極的改善措置（ポジティブ・アクション）とは 

あらゆる活動に参画する機会の男女間の格差を改善するために、必要な範囲内において、

男女のいずれか一方に対し、活動への参画の機会を積極的に提供するものです。例として

審議会等の女性の委員数の目標を設定したり、職員の採用・登用の促進が実施されていま

す。国では２０２０年に指導的立場に女性が占める割合を少なくとも３０％程度とする目

標を掲げています。国に準じた施策として地方公共団体の責務にも含まれます。 

（内閣府男女共同参画局作成の資料より） 

 

４．地域産業における男女共同参画の推進 

 

  （現状と課題） 

 

   農林水産業の分野では、経営と生活が一体化していることが多いため、生活労働   

を行ったうえに家事労働の負担が女性に集中し、過重負担となっています。労働時

間や休日等も不明確になりやすく、女性の労働に対する社会的、経済的な評価が正

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

4 市役所の環境整備 育児・介護を必要とする職員が、

仕事と両立し、働きやすい職場環

境を整備する。 

人事課 

育児休業を必要とする男性職員を

支援する環境を整備する。 

人事課 

5 事業所の男女共同参画実態調査

の実施 

事業所での男女共同参画の取組に

ついて調査を行い、実態を把握し、

施策の進め方を検証・検討する。 

商工観光課 

人権施策推進課 
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当になされておらず、経営方針の決定過程、生産組織や組合の役員等に参画する機

会が少ない状況にあります。 

地域の特色を活かしたものづくりに積極的に取組んでいる女性が増える中、「働く

場」において、生きがいを持って働くことができ、地域を活性化する産業となるよ

う支援し、地域における女性の経済的地位の向上につなげていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

【語句説明】 

●家族経営協定とは 

家族経営が中心の日本の農業が、魅力ある職業となり、男女を問わず意欲をもって取り組

めるようにするためには、経営内において家族一人一人の役割と責任が明確となり、それ

ぞれの意欲と能力が十分に発揮できる環境づくりが必要です。「家族経営協定」は、これ

を実現するために、農業経営を担っている世帯員相互間のルールを文書にして取り決めた

ものです。（内閣府男女共同参画局作成の資料より） 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 女性農・漁業従事者の現状を考

慮した支援 

農業経営改善計画認定申請書の提

出の際に、対象農家に対して個別

面談を行い「家族経営協定」締結

を推進し、女性農業従事者の地位

向上を図るための啓発を行う。 

農林振興課 

農業委員会事務局 

農・漁業団体、農業委員会等に積

極的に女性の参画を図るため、チ

ラシ等を作成し、農業従事者等に

呼びかけ、活力を持って取り組め

るような職場の環境づくりを促進

する。 

農林振興課 

農業委員会事務局 

2 地域産業に関する情報発信 地域産業で活躍している女性や、

男女共同参画の視点を取り入れな

がら地域に根付いた活動をしてい

る個人や団体を、広報誌などで効

果的に紹介する。 

商工観光課 

農業委員会事務局 

農林振興課 

秘書課 

人権施策推進課 
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５．男女共同参画で進めるまちづくり 

 

   （現状と課題） 

 

    核家族や単身世帯の増加により、家族や家庭の結びつきが希薄になってきてい    

る昨今、身近な暮らしの場である地域が果たす役割は、今後ますます重要になっ    

てきています。自然災害やオレオレ詐欺等からの防災・防犯の取り組みとして、

市民が主体となった地域ぐるみの活動により、地域の人が安心して暮らして行け

るようにしていく必要があります。地域活動への女性の参加は多いですが、意思

決定の場への参画が少ないのが現状です。 

    東日本大震災を経て、地域防災の取組がクロ－ズアップされるなか、地域で開催

される防災学習会等で自主防災組織への女性の参画を促し、災害時に女性の意見

やニ－ズが反映できるよう、平時から環境を整備していく必要があり   ます。

まちづくりを進めるうえで、自治会長や交流センタ－運営等、意思決定の場への

女性の参画が大切な要件となってきています。 

 

 

 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 

 

地域活動におけ

る男女共同参画

の普及 

 

 

 

自治会・自治会役員における女性の参画の

推進を図る。 

・女性会長、副会長の登用 

市民参画課 

交流センタ－の運営について、女性の参画

を働きかける。 

・女性交流センタ－館長の登用 

地域振興課 

各自治会、交流センタ－への働きかけと講

座・研修等を実施する。 

人権施策推進課 

地域で主体的に課題を解決する意識の醸成

のため、男女共同参画の視点に立ったまち

づくりに関する研修会などを開催し、男女

が共に地域づくりに参画しようとする意識

を高める。 

地域振興課 

市民参画課 

人権施策推進課 

2 防災・災害への取

組の促進 

 

 

 

男女共同参画の視点を盛り込んで、各地域

での防災学習を各関係課と連携しながら計

画する。 

危機管理課 

消防本部 

人権施策推進課 



33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
具体的施策 施策の内容 所管部課 

 防災・災害への取

組の促進 

 

 

 

 

 

自主防災組織の役員に積極的に女性の登用

を図り、災害時に女性の考えが反映できる

体制（全体計画）を整備する。 

危機管理課 

災害時は、避難所運営委員会に男女の運営

委員を配置し、男女双方の視点に立った避

難所の設備と運営を見通した全体計画を作

成する。 

危機管理課 

消防本部 

人権施策推進課 

男女双方の視点に配意した物資を網羅し、

備蓄できるものは配置する。 

危機管理課 

家庭や地域での男女共同参画の視点に立っ

た防災教育の充実を図り、学習会等を実施

する。 

 

危機管理課 

消防本部 

市民参画課 

人権施策推進課 

女性消防団員の育成を図り、女性の視点か

らの救助体制も検討する。 

消防本部 

3 環境対策におけ

る男女共同参画

の推進 

地球環境対策や自然環境保護を進める中、

環境問題への取組に対する、男女共同参画

への体制（全体構想）を整備する。 

環境政策課 

4 消費者被害対策・ 

防犯対策におけ

る男女共同参画

の推進 

市民が主体となった地域ぐるみの活動で、

男女が協力して安心して過ごせる社会を築

いていくよう、研修の開催、情報発信を行

う。 

市民相談室 

地域振興課 

市民参画課 

危機管理課 

人権施策推進課 
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基本目標Ⅴ．国際的社会の一員としての自覚をもち、多様性を認め互いに

支えあう関係を築き、未来につなげます。 

 

 

 

 

１．国際的視点に立った男女共同参画の意識づくり 

 

（現状と課題） 

 

   国際化が進んだ現代においては、異文化を理解し国際的な視野に立って物事を考え

る姿勢が必要になってきています。男女共同参画は、国際的な動きと密接に連動し

ています。安来市でも外国人に接する機会が多くなってきています。平成２４年に

行った人権に関する市民意識調査によると、「外国人の人権を守るためには、特にど

のようなことが必要ですか。」という、あらかじめ示した項目を選ぶ質問に対して、

「外国人のための各種相談体制を充実させる」を選んでいる割合が４５％で平成２

３年度の県の調査より１３.６ポイント高く、「日常生活に必要な情報を、それぞれ

の母国語で提供する」も平成２３年度の県の調査より７.７ポイント高くなっていま

す。言語や文化、価値観の違いを認めながら、地域社会から孤立せず、共に安心し

て暮らすことができるよう、積極的に交流や支援をしていくことが大切です。 

 

 

 

 

  
具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 

 

国際的な取組に

ついての情報発

信 

 

国連における世界的な動きや各国の男女共

同参画状況を把握し、情報提供する。 

人権施策推進課 

2 

 

 

多文化共生の視

点に立ったまち

づくり 

 

 

国際交流活動等を通じ、男女共同参画の国

際的な感覚を体感できる機会とし、安来市

在住の外国人に対しても、安心して暮らせ

るよう、外国語の母子健康手帳の発行や外

国人の生徒、ＡＬＴ等に対する様々な支援

を庁内横断的に行う。 

市民参画課 

福祉課 

子ども未来課 

定住企画課 

環境政策課 

市民課 

学校教育課 

人権施策推進課 
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基本目標Ⅵ．男女共同参画推進組織を設置し、男女共同参画推進モデルと

して市役所における環境整備をし、未来につなげます。 

 

 

 

 

 

１. 庁内推進体制（計画の推進） 

 

（現状と課題） 

 

 男女共同参画に関する施策は、行政のあらゆる分野や市民生活の様々な分野に及びます。 

 市役所内に男女共同参画推進本部を設立し、先ずは市役所を推進モデルとして男女共同

参画施策の全庁的かつ横断的連携の強化を図り推進します。 

 また、同本部会議において施策の進捗状況や見直しを行い、男女共同参画推進委員会と

連携を図り、市民との協働により実効性のあるものに進めていきます。 

 

 

 具体的施策 施策の内容 所管部課 

1 

 

市民・企業との協

働の推進体制の

確立と国・県等関

係機関との連携 

男女共同参画の推進を図るため、条例に基

づいて設置された「安来市男女共同参画推

進委員会」と連携し、安来市男女共同参画

計画に掲げた関係施策が、総合的かつ計画

的に推進されるよう協議するとともに、

国・県等関係機関とも連携を図りながら、

積極的な情報提供、情報収集を行う。 

人権施策推進課 

2 

 

 

庁内推進体制の

充実 

 

現在設置している「安来市男女共同参画推

進本部会議」を充実させ、総合的かつ計画

的、効率的な計画を推進する。男女共同参

画に関する施策は、行政のあらゆる分野に

横断的にかかわることから、全庁的な情報

の共有と連携を図る。 

全課 

3 

 

計画の進捗状況

の把握と見直し 

男女共同参画計画の進捗状況や見直しのた

め、調査・研究を行う。 

全課 

毎年、男女共同参画施策の実施状況を把握

し、年次報告を作成し、公表する。 

 

全課 
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具体的施策 施策の内容 所管部課 

4 

 

職員研修の充実 

 

全ての職員が男女共同参画の視点に立った

取組ができるよう、年１回以上の研修に参

加し、資質の向上を図る。 

人事課 

人権施策推進課 

5 

 

苦情への対応 

 

安来市男女共同参画推進条例に基づき、苦

情処理制度の周知徹底をはかる。 

本制度に基づく苦情案件については、必要

に応じ安来市男女共同参画推進委員会で審

議する。 

人権施策推進課 
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９．計画の数値目標 

基

本

目

標 

基

本

課

題 

 

項   目 

 

 

第２次計画 

目標数値 

Ｈ２５年度 

現状値 

Ｈ２５年度 

目標数値 

Ｈ３１年度 
所 管 課 

Ｉ 

生涯を通じた男女の健康支援 

２ 
乳がん検診受診者数     ※１ ― 1,027人 1,200人 

いきいき健康課 
子宮がん検診受診者数    ※１ ―  401人 500人 

 男女共同参画の視点に立った学校教育・社会教育の推進 

４ 
男女共同参画の視点に立った学習会

等を開催している地域自主組織 
― ― 24組織 

地域振興課 

人権施策推進課 

Ⅱ 

男女共同参画の視点に立った制度や慣行の見直し 

１ 
男女共同参画に関する講座等の実施

回数            ※２           
12回 26回 30回 人権施策推進課 

Ⅲ 

政策・方針決定過程への男女共同参画の推進 

１ 

市の審議会等への女性の参画率 40％ 22.6％ 40％ 全課 

女性の委員がいない審議会等の数

（H25年度審議会等の数 23件） 
0件 3件 0件 全課 

市の女性の管理職への登用率 27％ 23.6％ 27％ 人事課 

Ⅳ 

家庭生活への男女共同参画の促進 

１ 

「生活自立支援のための講座」等を

開催している地域自主組織  ※２ 

                 

― 6組織 8組織 

地域振興課 

高齢者安心課 

いきいき健康課 

子ども未来課 

広瀬地域センタ－ 

伯太地域センタ－ 

人権施策推進課 

職場における男女共同参画の確立 

３ 市役所男性職員の育児休業取得者数 
5％ 

（取得率で表記） 

1人   1人 人事課 

地域産業における男女共同参画の推進 

４ 

女性農業委員数 ― 4人 5人 農林振興課 

農業委員会事務局 家族経営協定締結農家数 ― 1件 2件 

 ※１：地域保健・健康増進事業報告より      ※２：安来市独自の目標 

 その他の数値目標の項目：市町村男女共同参画関連施策調査より 

・市の審議会等への女性の参画率については、市の全ての審議会等への女性委員の占める割合 

（H25年度：全ての審議会等の委員数 399人、うち女性委員 90人） 
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■安来市男女共同参画推進委員会委員名簿 

（任期：平成 26年 9月 1日から平成 28年 3月 31日） 

 

 
 

   （順不同、敬称略） 
 分   野 所 属 機 関 ・ 団 体 名 等 氏  名 

１ 教育分野 島根総合福祉専門学校 余村 望 

２ 教育分野 安来市小学校長会 赤木 寛子 

３ 女性団体 安来市商工会 女性部 梅林 益美 

４ 自治活動 安来市自治会代表者協議会 原 治男 

５ 市民活動 島根県男女共同参画サポーター 福井 加代子 

６ 環境分野 やすぎ環境と未来を考える会 井塚 達人 

７ 企業代表 日立金属株式会社安来工場 山根 年光 

８ 防災分野 安来市消防団 加藤 晴信 

９ 識見者   中野 吟子 

10 市民委員 公募 山岡 公代 
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■安来市男女共同参画計画策定の審議経過 

 

 

年 月 日 会 議 等 主 な 内 容 

平成２６年  ７月１５日 第１回推進本部会議 
・計画策定の基本的方向 

・スケジュール 

７月２３日 第１回ワーキング会議 

・基本的方向の説明 

・スケジュール 

・計画策定のための研修 

９月２６日 第２回ワーキング会議 ・計画策定案の検討 

１０月２９日 第１回推進委員会会議 ・計画案の審議 

１１月１７日 第２回推進本部会議 ・素案の審議 

１２月１７日 第３回ワーキング会議 ・計画策定案の検討 

平成２７年  １月１３日 第２回推進委員会会議 ・計画案の審議 

１月１９日～２月７日 パブリックコメント ・市民からの意見募集 

２月１０日 第３回推進委員会会議 ・計画案の最終審議 

２月１６日 第３回推進本部会議 ・報告 
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○男女共同参画社会基本法（平成１１年６月２３日法律第７８号） 

改正 平成１１年 ７月 １６日法律第１０２号 

 

同 １１年１２月２２日同 第１６０号 

目次 

前文  

第一章 総則（第一条―第十二条）  

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条―第二十条）  

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条）  

附則  

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現

に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、

なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に

対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかか

わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊

要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定す

る最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将

来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的

かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的）  

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊

かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、

基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同

参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。  

（定義）  

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。  

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社

会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を
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形成することをいう。  

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲

内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重）  

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女

が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保

されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮）  

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別によ

る固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影

響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあること

にかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす

影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。  

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地

方公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する

機会が確保されることを旨として、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の

下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての

役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨

として、行われなければならない。  

（国際的協調）  

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有してい

ることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならな

い。  

（国の責務）  

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念

（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積

極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務）  

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、

国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、

及び実施する責務を有する。  

（国民の責務）  

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理

念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。  
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（法制上の措置等）  

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法

制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。  

（年次報告等）  

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。  

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようと

する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国

会に提出しなければならない。  

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参

画基本計画」という。）を定めなければならない。  

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するために必要な事項  

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成

し、閣議の決定を求めなければならない。  

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参

画基本計画を公表しなければならない。  

5 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男

女共同参画計画」という。）を定めなければならない。  

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町

村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画

（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。  

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  
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（施策の策定等に当たっての配慮）  

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる

施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければな

らない。  

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を

深めるよう適切な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等）  

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共

同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な

措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によっ

て人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければな

らない。  

（調査研究）  

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関

する調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研

究を推進するように努めるものとする。  

（国際的協調のための措置）  

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又

は国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円

滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及

び民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の

提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

第三章 男女共同参画会議 

（設置）  

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  

（所掌事務）  

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画

社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大

臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及

び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるとき
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は、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織）  

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。  

（議長）  

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。  

2 議長は、会務を総理する。  

（議員）  

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任

命する者  

2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならな

い。  

3 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の

総数の十分の四未満であってはならない。  

4 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期）  

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期

は、前任者の残任期間とする。  

2 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。  

（資料提出の要求等）  

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行

政機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明そ

の他必要な協力を求めることができる。  

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定す

る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任）  

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に

関し必要な事項は、政令で定める。  

附 則（平成十一年六月二三日法律第七八号）抄 

（施行期日）  

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に

関し必要な事項は、政令で定める。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止）  

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。  

附 則 （平成十一年七月十六日法律第百二号） 抄 
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（施行期日）  

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行

の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止）  

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。  

（施行の日＝平成十三年一月六日）  

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三

十条の規定 公布の日  

（委員等の任期に関する経過措置）  

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の

会長、委員その他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委

員その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。  

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会  

（別に定める経過措置）  

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる

経過措置は、別に法律で定める。  

附 則 （平成十一年十二月二十二日法律第百六十号） 抄 

（施行期日）  

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（以下略） 
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○安来市男女共同参画推進条例 

平成２６年３月２６日 

条例第１１号 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、市、市民及び事業者

等の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を定めることにより、男女

共同参画を総合的かつ計画的に推進し、もって男女共同参画社会を実現することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が平等に政治的、経済

的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

（２） 積極的改善措置 前号に規定する機会に関わる男女間の格差を改善するため必要

な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（３） 事業者等 市内において事業活動（非営利のものを含む。）を行う法人その他の団

体及び個人をいう。 

（４） セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により相手方を不快にさせ、若しくは

その者の生活環境を害すること又は性的な言動に対する相手方の対応によりその者に不利

益を与えることをいう。 

（５） ドメスティック・バイオレンス 配偶者、恋人等の親密な関係にある者（親密な

関係にあった者を含む。）から受ける身体的、精神的、経済的又は性的な暴力をいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、次に掲げる事項を基本理念として、行われなければなら

ない。 

（１） 男女の個人としての尊厳が重んぜられ、男女が性別による差別を受けることなく

平等に扱われること及び男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること。 

（２） ドメスティック・バイオレンスその他性別に起因する暴力行為が根絶されること。 

（３） 妊娠、出産等に関し、男女が互いに理解を深め、性及び生殖に関する健康及び権

利が尊重されること。 

（４） 社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の自由な選択に対して影響

を及ぼすことがないよう配慮されること及び男女が性別による固定的な役割分担にとらわ

れることなく多様な生き方を選択できること。 

（５） 男女が、社会の対等な構成員として、市又は民間の団体における政策及び方針の

立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること。 

（６） 家族を構成する男女が、相互の協力及び社会の支援の下に、家事、育児、介護そ
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の他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、社

会生活における活動を行うことができること。 

（７） 男女共同参画の推進が、国際社会における取組と密接な関係を有していることを

考慮し、国際的協調の下に行われること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共

同参画の推進に関する施策（以下「男女共同参画施策」という。）を総合的に策定し、実施

するものとする。 

２ 市は、男女共同参画施策の策定及び実施に当たり、必要に応じ、積極的改善措置を講

ずるよう努めるものとする。 

３ 市は、男女共同参画施策については、市民、事業者等、国及び他の地方公共団体と連

携し、及び協力して取り組むものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念についての理解を深め、家庭、職場、学校、地域その他の社会

のあらゆる分野において、男女共同参画の推進に努めるものとする。 

２ 市民は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者等の責務） 

第６条 事業者等は、基本理念についての理解を深め、その活動に当たり、男女共同参画

の推進に努めるものとする。 

２ 事業者等は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めるものとする。 

（性別による権利侵害の禁止） 

第７条 何人も、社会のあらゆる場において、男女共同参画の推進を阻害する次に掲げる

行為を行ってはならない。 

（１） 性別による差別的取扱い 

（２） セクシュアル・ハラスメント 

（３） ドメスティック・バイオレンスその他性別に起因する暴力的行為 

（公衆に表示する情報に関する配慮） 

第８条 何人も、情報を公衆に表示するに当たっては、前条各号に掲げる行為を助長する

表現を用いないよう配慮しなければならない。 

（男女共同参画計画） 

第９条 市は、男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号）第１４条第３項の規

定に基づく男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「男

女共同参画計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市長は、男女共同参画計画の策定に当たっては、第１６条に規定する安来市男女共同

参画推進委員会の意見を聴くものとする。 

３ 市長は、男女共同参画計画を策定したときは、これを公表するものとする。 

４ 前２項の規定は、男女共同参画計画を変更する場合に準用する。 
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（啓発活動等） 

第１０条 市は、基本理念に関する市民及び事業者等の理解を深めるために必要な広報そ

の他の啓発活動を行うものとする。 

（教育における配慮） 

第１１条 市は、学校教育及び社会教育において、基本理念に配慮した教育が行われるよ

う、必要な措置を講ずるものとする。 

（推進体制の整備） 

第１２条 市は、男女共同参画施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な体制を整

備するよう努めるものとする。 

（苦情への対応） 

第１３条 市長は、市が実施する施策に関する男女共同参画についての市民又は事業者等

からの苦情の申出に対し、適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前項の苦情の処理に当たり、第１６条に規定す

る安来市男女共同参画推進委員会の意見を聴くものとする。 

（調査研究） 

第１４条 市は、男女共同参画の推進のため、必要な調査研究に努めるものとする。 

（年次報告） 

第１５条 市長は、毎年、男女共同参画施策の実施状況をとりまとめ、これを公表するも

のとする。 

（委員会の設置） 

第１６条 市は、男女共同参画の推進に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項を調

査し、及び審議するため、安来市男女共同参画推進委員会（以下「委員会」という。）を設

置する。 

２ 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 市長の諮問に応じ、男女共同参画の推進に関する基本的かつ総合的な施策及び重

要事項を調査し、及び審議すること。 

（２） 市が実施する男女共同参画施策の実施状況について意見を述べること。 

（３） 第９条第２項及び第４項並びに第１３条第２項の規定によりその権限に属させら

れた事務 

３ 委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（安来市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 安来市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１６年安来市条例第４８号）
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の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 

○安来市男女共同参画推進本部設置規程 

平成２６年６月２７日 

訓令第２１号 

（設置） 

第１条 安来市男女共同参画推進条例（平成２６年安来市条例第１１号）に基づき、男女

共同参画を総合的かつ計画的に推進するため、安来市男女共同参画推進本部（以下「推進

本部」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 推進本部は、次に掲げる事項について所掌する。 

（１） 安来市男女共同参画計画の策定及び変更に関すること。 

（２） 安来市男女共同参画計画に基づく具体的施策の推進に関すること。 

（３） 男女共同参画に関し、関係する部課等の総合的な連絡調整に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要な事項 

（組織） 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び委員をもって組織する。 

２ 本部長は、第１順位の副市長をもって充てる。 

３ 副本部長は、市民生活部長をもって充てる。 

４ 委員は、部長（地域センター長、消防長及び議会事務局長を含む。）、市立病院事務部

長及び教育次長をもって充てる。 

（職務） 

第４条 本部長は、推進本部を総括する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 推進本部の会議は、必要に応じて本部長が招集し、本部長がその議長となる。 

（関係者の出席等） 

第６条 本部長は、必要があると認めるときは、協議事項に関係のある者の出席を求めて

意見を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 推進本部の庶務は、男女共同参画担当課において処理する。 

（その他） 

第８条 この訓令に定めるもののほか、推進本部に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成２６年７月１日から施行する。 
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■安来市男女共同参画推進本部本部員名簿 

 

   
1 本部長 第１副市長 

2 副本部長 市民生活部長 

3 

委員 

政策企画部長 

4 広瀬地域センター長 

5 伯太地域センター長 

6 総務部長 

7 健康福祉部長 

8 産業振興部長 

9 基盤整備部長 

10 上下水道部長 

11 議会事務局長 

12 教育次長 

13 市立病院事務部長 

14 消防長 
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平成２４年度「人権に関する市民意識調査」結果について 

 

 安来市の人権に関する市民意識の現状を把握し、今後の安来市における人権施策をよ

り効果的に推進するための基礎資料を得ることを目的に、平成２４年度に「人権に関す

る市民意識調査」を実施しました。ここでは、「男女共同参画に関する設問」４項目の

結果を抜粋します。 

 

【市民意識調査の概要】 

 調査対象：安来市に住民登録をしている２０歳以上の市民１,０００人 

 調査期間：平成２４年７月２８日～８月１９日 

 回収結果：有効回収数 ３１１人、有効回収率 ３１.１％ 
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１. あなたは、現在どんな人権課題に関心を持っていますか。 （記入はいくつでも） 

 

39.9%

22.8%

22.8%

22.5%

22.2%

21.2%

17.0%

15.8%

15.4%

10.0%

9.0%

1.6%

12.9%

2.6%

48.9%

36.3%

36.0%

27.9%

22.7%

33.3%

15.0%

32.4%

15.3%

11.3%

1.4%

8.7%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

障がいのある人

高齢者

同和問題

インターネットによる人権侵害

犯罪被害者とその家族

子ども

患者及び感染者等

女性

刑を終えて出所した人等

性同一性障害のある人

外国人

その他

特にない

無回答

今回の調査（311人）

平成19年（444人）
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２. あなたは、どのような場面で、女性が差別されたり人権侵害を受けたりしていると

感じますか。 （記入はいくつでも） 

37.6%

36.0%

34.7%

31.2%

30.9%

26.7%

22.8%

22.8%

22.5%

16.1%

13.2%

11.9%

6.8%

1.3%

4.2%

25.0%

34.0%

27.9%

19.6%

22.3%

15.5%

11.5%

13.3%

14.4%

16.4%

10.4%

4.1%

10.1%

1.1%

12.6%

0% 10% 20% 30% 40%

家庭内での家事や育児の分担

社会や地域に残るしきたりや慣習

職場での昇給などの給与格差や役職などへの昇任

採用や就職の際の男性との取扱いの差

自治会など地域における女性の役割や仕事の分担

売買春やヌード写真などに見られる性の商品化

家庭内での家族の発言や暴力

職場でのセクシュアル・ハラスメント（性的ないやがらせ）

職場での仕事の内容

社会構造全般

家庭内で序列があること

民法などの法制度や行政が行う施策

女性に対する差別や人権侵害は、ほとんど存在しない

その他

無回答

今回調査（311人）

平成19年調査(444人)
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【性 別】 

37.2%

28.7%

37.2%

28.7%

34.9%

27.9%

19.4%

23.3%

26.4%

17.8%

20.2%

11.6%

4.7%

0.8%

5.4%

38.2%

41.6%

33.1%

32.6%

27.5%

25.8%

25.3%

23.1%

19.7%

15.2%

8.4%

11.8%

8.4%

1.7%

2.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

家庭内での家事や育児の分担

社会や地域に残るしきたりや慣習

職場での昇給などの給与格差や役職などへの昇任

採用や就職の際の男性との取扱いの差

自治会など地域における女性の役割や仕事の分担

売買春やヌード写真などに見られる性の商品化

家庭内での家族の発言や暴力

職場でのセクシュアル・ハラスメント（性的ないやがらせ）

職場での仕事の内容

社会構造全般

家庭内で序列があること

民法などの法制度や行政が行う施策

女性に対する差別や人権侵害は、ほとんど存在しない

その他

無回答

男性（129人）

女性（178人）
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【年代別】 

40.0%

26.7%

46.7%

36.7%

16.7%

20.0%

26.7%

53.3%

16.7%

3.3%

6.7%

6.7%

3.3%

0.0%

0.0%

39.5%

37.2%

30.2%

30.2%

30.2%

14.0%

25.6%

14.0%

11.6%

11.6%

9.3%

14.0%

11.6%

2.3%

0.0%

48.0%

32.0%

32.0%

36.0%

30.0%

18.0%

16.0%

30.0%

20.0%

20.0%

20.0%

12.0%

12.0%

4.0%

0.0%

43.4%

37.7%

41.5%

22.6%

43.4%

28.3%

20.8%

13.2%

24.5%

9.4%

9.4%

15.1%

0.0%

0.0%

5.7%

32.3%

47.7%

38.5%

30.8%

36.9%

35.4%

13.8%

24.6%

36.9%

24.6%

13.8%

10.8%

4.6%

1.5%

6.2%

28.8%

30.3%

25.8%

31.8%

21.2%

34.8%

34.8%

16.7%

18.2%

19.7%

16.7%

10.6%

9.1%

0.0%

7.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

家庭内での家事や育児の分担

社会や地域に残るしきたりや慣習

職場での昇給などの給与格差や役職などへの昇任

採用や就職の際の男性との取扱いの差

自治会など地域における女性の役割や仕事の分担

売買春やヌード写真などに見られる性の商品化

家庭内での家族の発言や暴力

職場でのセクシュアル・ハラスメント（性的ないやがらせ）

職場での仕事の内容

社会構造全般

家庭内で序列があること

民法などの法制度や行政が行う施策

女性に対する差別や人権侵害は、ほとんど存在しない

その他

無回答

20歳代（30人）

30歳代（43人）

40歳代（50人）

50歳代（53人）

60歳代（65人）

70歳以上（66人）
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３. 女性の人権が尊重されたり、女性の社会進出を促進するためには、行政の施策とし

てどのようなことが重要だと思いますか。 （記入はいくつでも） 

37.9%

32.8%

30.9%

30.5%

24.1%

19.0%

15.8%

14.8%

13.2%

9.0%

8.7%

0.6%

4.5%

3.5%

42.1%

26.8%

32.7%

28.6%

17.8%

30.4%

20.0%

15.8%

14.0%

9.9%

6.1%

0.9%

3.4%

4.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

出産休暇や育児、介護休業制度などを充実させ、働く環境の整備を図

る

子どもの保育体制を整備する

社会全体が家事や育児、介護の労働性を正当に評価するよう、啓発や

教育を推進する

家庭や学校、職場で男女平等意識を浸透させる

管理職や審議会の委員などに、女性を積極的に登用する

高齢者の在宅福祉制度などを充実させる

男女に関する社会通念やしきたりを改めるための取組を行う

女性が自ら能力を発揮できるような研修や学習の機会を増やす

企業等における男女の賃金格差や、仕事の役割分担などを改めるよう

指導する

セクシュアル・ハラスメントや性の商品化など女性の人権侵害に対し

て、法的な規制を加える

男女平等の観点から、法律や制度を見直す

その他

特に重要だと思うことはない

無回答

今回調査（311人）

平成19年調査(444人)
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【性 別】 

38.8%

27.9%

24.0%

31.0%

27.1%

12.4%

18.6%

16.3%

7.0%

8.5%

12.4%

0.8%

5.4%

6.2%

37.1%

36.0%

36.0%

30.3%

21.9%

23.6%

13.5%

14.0%

17.4%

9.6%

6.2%

0.6%

3.9%

0.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

出産休暇や育児、介護休業制度などを充実させ、働く環境の整備を図

る

子どもの保育体制を整備する

社会全体が家事や育児、介護の労働性を正当に評価するよう、啓発や

教育を推進する

家庭や学校、職場で男女平等意識を浸透させる

管理職や審議会の委員などに、女性を積極的に登用する

高齢者の在宅福祉制度などを充実させる

男女に関する社会通念やしきたりを改めるための取組を行う

女性が自ら能力を発揮できるような研修や学習の機会を増やす

企業等における男女の賃金格差や、仕事の役割分担などを改めるよう

指導する

セクシュアル・ハラスメントや性の商品化など女性の人権侵害に対し

て、法的な規制を加える

男女平等の観点から、法律や制度を見直す

その他

特に重要だと思うことはない

無回答

男性（129人）

女性（178人）
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【年代別】 

60.0%

56.7%

23.3%

20.0%

10.0%

6.7%

16.7%

6.7%

10.0%

13.3%

13.3%

0.0%

0.0%

0.0%

48.8%

39.5%

41.9%

23.3%

20.9%

9.3%

16.3%

11.6%

16.3%

4.7%

11.6%

0.0%

9.3%

0.0%

30.0%

44.0%

44.0%

46.0%

12.0%

18.0%

14.0%

6.0%

14.0%

10.0%

10.0%

2.0%

4.0%

2.0%

47.2%

32.1%

24.5%

22.6%

24.5%

20.8%

24.5%

9.4%

9.4%

7.5%

11.3%

0.0%

1.9%

3.8%

43.1%

23.1%

26.2%

30.8%

27.7%

23.1%

12.3%

23.1%

18.5%

12.3%

6.2%

0.0%

6.2%

3.1%

28.8%

18.2%

28.8%

34.8%

37.9%

25.8%

12.1%

24.2%

9.1%

7.6%

4.5%

1.5%

4.5%

7.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

出産休暇や育児、介護休業制度などを充実させ、働く環境の整備を図

る

子どもの保育体制を整備する

社会全体が家事や育児、介護の労働性を正当に評価するよう、啓発

や教育を推進する

家庭や学校、職場で男女平等意識を浸透させる

管理職や審議会の委員などに、女性を積極的に登用する

高齢者の在宅福祉制度などを充実させる

男女に関する社会通念やしきたりを改めるための取組を行う

女性が自ら能力を発揮できるような研修や学習の機会を増やす

企業等における男女の賃金格差や、仕事の役割分担などを改めるよう

指導する

セクシュアル・ハラスメントや性の商品化など女性の人権侵害に対し

て、法的な規制を加える

男女平等の観点から、法律や制度を見直す

その他

特に重要だと思うことはない

無回答

20歳代（30人）

30歳代（43人）

40歳代（50人）

50歳代（53人）

60歳代（65人）

70歳以上（66人）
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４.日本で生活する外国人の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと思い

ますか。 （記入は３つまで） 

46.3%

45.0%

39.2%

35.0%

33.4%

19.3%

17.0%

10.3%

1.0%

3.5%

3.5%

42.4%

31.4%

40.8%

27.3%

32.7%

13.4%

16.9%

9.4%

1.2%

6.7%

3.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

外国人が日本の文化・生活習慣を学習できる機会を増やす

外国人のための各種相談体制を充実させる

日本人と外国人との交流の機会を増やす

日常生活に必要な情報を、それぞれの母国語で提供する

外国人が日本語を学習できる機会を増やす

就職の機会を確保したり、職場での待遇を改善したりする

日本人に対する異文化理解や人権尊重に向けた啓発・広報を推

進する

学校教育において、在住外国人児童生徒に対する支援を行う

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

今回調査（311人）

県（平成23年調査 1,061人）
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市民活動事例  

やすぎ女
ひと

男
ひと

輝
き

らり会            代表 福井 加代子 

男女が性別に関わりなく一個人としてあらゆる分野の活動に参画出来る社会を目指し

て島根県から委嘱された男女共同参画サポーターを中心に組織されたグループ（現在６

名）で活動しています。 

具体的な活動としては啓発講演会の開催、男性のための自立支援セミナー（料理、介護、

ファッション、片付け法等）の開催、最近では男女共同参画を視点においた防災研修の

開催を行っています。 

条例制定に伴い、女
ひと

り男
ひと

りがいきいきと輝いている安来のまち作りに向けてさらに頑張

りたいと思います。 

 

 

 

 

 

 

横並びの会                代表 門脇 正憲 

伯太町立井尻小学校ＰＴＡと母里婦人会が一緒になって平成 15年、「伯太町人権フェス

ティバル」に寸劇を演じたのが「横並びの会」としての最初の活動です。その後、自治

会活動を題材とした「やまがの小言処」と題した座談会を開催、それを通し「自治会で

の男女の役割」をテーマに７カ月にわたって自主調査・研究支援事業を受け報告書にま

とめました。以来、平成１６年の市町村合併とともに、市の支援も受けながら、すべて

の自治会へ出かけ、地域の皆さんと膝を交えて話し合える場をもつために、寸劇「ちょ

んぼしかわらいや」を作成しました。平成 19年度島根県男女共同参画パフォーマンス

ステージにおいて、その作品がシナリオ賞と最優秀賞を受賞しました。以来、活動のス

テージは市内全域、大田市、出雲市、松江市などへと広がっていきました。 

現在、１９人のメンバーで活動しています。 

 

 

 

 

 

 

 


